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企業の結婚支援実態調査の概要

愛知県では、県内に本社を持つ企
業を対象に、従業員に対する結婚
支援の取り組み状況や課題を把握・
整理し、企業における結婚支援の
取組のさらなる推進に向けた参考
とするため、アンケート調査を実
施しました。このパンフレットで
は、その結果の概要と企業におけ
る取組を紹介します。

★回収率

★調査方法

★調査実施期間

調査対象 : 愛知県内に本社を持つ
企業 2,400 社
調査方法 : 郵送配布・FAX回収

平成 29 年 7月 25 日～8月 25 日

有効回答企業数　444 社
有効回答率　　　18.5%

業　種 従業員数

従業員の
平均年齢

従業員の
未婚率

17.1%

47.3%

24.5%

5.9%

0.2%

5.0%

0～2割 3～4割 5～6割
7～8割 9～10割 無回答

1.4%

8.8%

31.3%

37.4%

19.8%

1.4%

20代以下 30代前半 30代後半
40代前半 40代後半以上 無回答

33.1%

32.0%

13.3%

8.6%

5.2%
6.1%

1.8%

0.5%

12.8%

53.2%

23.9%

8.8%

0.9%

50人以下 51-100人以下
101-300人以下 301-1,000人以下
1,001人以上 無回答

49.3%

9.9%

39.4%

0.5% 0.9%

調査結果

１. 未婚化・晩婚化の進行

〇およそ半数の企業が、若者の未婚化・晩
　婚化が進行していることを「実感してい
　る」と回答しました。一方、「未婚化・晩
　婚化は進行しているとは思わない」と回
　答した割合は１割にとどまりました。た
　だし、４割の企業が「比較するデータが
　ないのでわからない」と回答しています。

n=444
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★調査の趣旨



３. 結婚支援の取り組み内容

〇結婚支援の取り組み内容について聞いたところ、
　「取り組んでいない」と回答した企業が７割に
　達しました。取り組んでいる企業の取組内容は、
　「結婚に係る特別休暇の創設等福利厚生制度の
　充実」が２割近くと一番多く、他には「自治体

２. 結婚支援に取り組むこと

〇企業が従業員の結婚支援に取り組むことにつ
　いて「必要だと思う」と「どちらかといえば
　必要だと思う」を合わせると、企業が結婚支
　援に取り組むことについて肯定的な見方をし
　ている企業は４割近くに達しました。

〇「必要だと思わない」と「どちらかといえば必
　要だと思わない」を合わせた、企業が結婚支
　援に取り組むことについて否定的な企業の割
　合は２割以下にとどまりました。

12.2%

25.5%

46.8%

8.3%
7.2%

又は地域の団体（商工会議所等）の結婚支援サー
ビスの利用」「従業員がグループで行うイベン
ト等への助成」など、結婚支援の取り組みは多
岐にわたっています。

n=444

n=444
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70.7%

　　　　　結婚に係る特別休暇の創設等の福利厚生制度の充実

　　　　　　　　　　自治体又は地域の団体（商工会議所等）
　　　　　　　　　　　　　　　　の結婚支援サービスの利用
　　　　　　　　従業員がグループで行うイベント等への助成

　　　　　従業員向けの婚活イベント・セミナーの企画・開催

　　　　　　　　　　民間結婚相談所等と連携して、従業員に
　　　　　　　　　　　　　　安価な結婚相談サービスを提供
　　　　　　　　　　従業員の結婚を応援する旨の宣言・公表

　　　　　　　　　　　　企業内での世話焼き人の配置・育成

　　　　　　　　　　　従業員個人が行なう結婚活動への助成

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　その他（記述）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　取り組んでない

（複数回答）



４. 結婚支援の取り組み理由

〇結婚支援に取り組んでいる理由について取り組
　んでいる企業に聞いたところ、６割以上の企業
　が「結婚することによる従業員の定着など、雇
　用の安定化につなげるため」と回答し、企業に
　とってもメリットがあると考えているようで

す。これに「結婚支援を従業員のワークライフ
バランス推進のための取組に位置づけているた
め」（約３割）、「企業として少子化対策に取り
組むことは企業の責務であると認識しているた
め」（２割）と続きました。

n=130

３

５. 結婚支援を行うことの課題

〇企業が従業員の結婚支援を行うことの課題につ
　いて聞いたところ、6 割の企業が「結婚支援の
　取り組みはやり方次第でセクハラ・パワハラに
　つながるリスクがあるので、ガイドラインが必
　要」と回答しました。また、「結婚支援を継続

的に実施するだけの相当のリソース（資金、労
力など）が必要」及び「結婚支援の対象となる
従業員の把握及び求められている支援の具体的
な内容の把握が難しい」と回答した割合が 4割
に上りました。

n=444

　　　　　　　結婚することによる従業員の定着など
　　　　　　　　雇用の安定化につなげるため

　結婚支援を従業員のワークライフバランス推進のための
　　　　　　　　　　　　　　取組に位置づけているため
　　　　　　　　企業として少子化対策に取り組むことは
　　　　　　　　　企業の責務であると認識しているため

　　　　　　従業員にやさしい企業として PR したいため

　　　　　　　　自治体から、自治体の実施する結婚支援
　　　　　　　　　　　サービス利用の案内があったため

　　　　　　　　　　　　　従業員からの要望があるため

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　その他（記述）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　無回答

　　結婚支援の取組はやり方次第でセクハラ・パワハラに
　　　　つながるリスクがあるので、ガイドラインが必要
　　　　　　　結婚支援を継続的に実施するだけの相当の
　　　　　　　　　　リソース（資金、労力など）が必要

　結婚支援の対象となる従業員の把握及び求められている
　　　　　　　　　　支援の具体的な内容の把握が難しい

従業員の結婚支援を行うためには、まずは長時間労働の解
消・ワークライフバランスの推進などの働き方改革が必要

「従業員の結婚は個人の問題であり、企業にとっての問題で
はない」という企業（経営者）の意識が強く、これを変え

ていくことが必要
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　その他（記述）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　無回答 （複数回答）

（複数回答）



７. 行政に期待する結婚支援

〇行政に期待する結婚支援について聞いたとこ
　ろ、４割以上の企業が「安心できる婚活イベ
　ントやセミナー開催情報の提供」及び「行政
　主催の婚活イベント・セミナーの実施」と回

答しました。また、「企業の結婚支援推進の
参考となるガイドブック等の作成・配布」と
回答した企業も２割ありました。他にも多様
な支援が期待されています。

n=444

４

6. 今後取り組みたい活動内容

〇今後取り組みたい活動内容について聞いたと   
　ころ、およそ６割の企業が「新たに取り組む
　予定はない」と回答しました。一方、新たな
　取り組みを考えている企業では、「自治体又は

地域の団体（商工会議所等）の結婚支援サー
ビスの利用」「従業員がグループで行うイベン
ト等への助成」「結婚に係る特別休暇の創設等
の福利厚生制度の充実」などがありました。

n=444

61.0%

　　　　　　自治体又は地域の団体（商工会議所等）の
　　　　　　　　　　　　　　　結婚支援サービスの利用
　　　　　　従業員がグループで行うイベント等への助成

　　　結婚に係る特別休暇の創設等の福利厚生制度の充実

　　　　　　　　　従業員が個人で行う結婚活動への助成
　　　　　民間結婚相談所等と連携して、従業員に安価な
　　　　　　　　　　　　　　　結婚相談サービスを提供
　　　従業員向けの婚活イベント・セミナーの企画・開催

　　　　　　　　従業員の結婚を応援する旨の宣言・公表

　　　　　　　　　　企業内での世話焼き人の配置・育成

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　その他（記述）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　無回答

　　　　　　　　　　　　　　新たに取り組む予定はない

　　　　安心できる婚活イベントやセミナー開催情報の提供
　　

　　　　　　　　　行政主催の婚活イベント・セミナーの実施
　　　　　　　　　　　　　企業の結婚支援推進の参考となる
　　　　　　　　　　　　　　　ガイドブック等の作成・配布
　　　　企業が独自に行っている結婚支援の取り組みに対する
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　助成金の支給

婚活イベントを行いたい企業同士の
　　　　　　　　　　　　　　マッチング仲介システムの構築
　　　　　　　　　　企業や個人の結婚支援を行う拠点となる
　　　　　 　 　　　　　　　　　　結婚支援センターの設置
　　　SＮS 等を積極的に活用した結婚支援に関する情報提供
　　　　　　　企業が結婚支援に取り組むことの重要性などを
　　　　　　　　　　　　　　テーマとしたフォーラムの開催
　　　　　　　従業員への結婚支援を積極的に取り組んでいる
　　　　　　　　　　　　　　　企業の表彰・認証制度の創設

　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　その他（記述）

　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　無回答 （複数回答）

（複数回答）



アローエム株式会社では、結婚支援が仕
組みとして社内に確立されているわけで
はありませんが、社内がアットホームな
雰囲気で、結婚などについて話ができる
雰囲気があります。結婚適齢期の社員に
は、婚活パーティーを紹介したり、取引
先の方を紹介したりするなど、積極的に
気を配っています。また、男性社員の恋
愛相談に女性社員がアドバイスをするこ
ともあります。他にも、社内の行事とし
てバーベキューや親睦会などを開催して
おり、今後も「結婚支援活動」という堅
苦しい枠にとらわれることなく、社風を
生かしながら社員をバックアップしてい
く予定です。

株式会社アローエム

５

愛知県内の企業における結婚支援の主な取り組み事例

アットホームな雰囲気で社員をサポート

アイシン精機株式会社隔月で婚活イベントを開催

※五十音順

アイシン精機株式会社では、社員の未婚
率の高まりを受け、平成 29 年４月から
隔月で婚活イベントを開催しています。
婚活イベントは、グループ企業に企画・
運営を委託して実施しており、社内掲示
やポータルサイトへの掲載で周知を行っ
ています。また、会員登録制度を導入し
ており、会員への先行案内を実施してい
ます。参加者が異性１人１人と話をする
ことで相手をきちんと理解することに重
点をおくため、参加人数の上限を設けて
います。カップル成立に向け、ファショ
ンアドバイスシートを配布するなどの工
夫もしています。



「婚活協力団体」登録制度について

６

登録無料

愛知県では、独身従業員の結婚支援を推進している企業・団体を応援する取組
みとして、企業の登録制度を設けております。

「プラチナ出会い応援団」*の企画する「婚活協力団体」限定イベントの情報を
メールでお知らせいたします！
婚活イベントの企画を「プラチナ出会い応援団」に依頼できます！
県などが実施する「結婚支援」に関する様々な取り組みやイベントなどの情報
をメールでお知らせいたします。
*「プラチナ出会い応援団」は県の登録団体で、「婚活協力団体」に婚活イベントの企画・実施などを行う団体です。

お問い合わせ先
愛知県健康福祉部子育て支援課　計画・推進グループ
電話：052-954-6315   FAX: 052-971-5890   
E-mail:  kosodate@pref.aichi.lg.jp

あいこんナビ　https://www.aiconnavi.jp/
詳細は「あいこんナビ」を御参照ください。

兼工業株式会社は、社員が結婚して家庭
を持つことで仕事へのモチベーション
アップにつながると考え、平成 28 年に
愛知県の「婚活協力団体」に登録すると
ともに、保険会社とも連携して社内で結
婚支援活動を始めました。イベントの案
内を社内へ掲示して告知するとともに、
参加費を会社が半額負担するなど社員が
参加しやすい環境づくりをしています。
社員たちの腰が重く、婚活イベントに積
極的に参加してくれないことが課題と
なったため、平成 28 年度には愛知県が
実施する「あいち婚活出前講座」を活用
して独身社員向けにセミナーを実施する
など、社員の意識改革も図りました。

兼工業株式会社保険会社と連携した結婚支援活動

「婚活協力団体」に登録すると…




